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（9） 主要な借入先、借入額および当該借入先が有する会社の株式の数

4.8％
－　
6.3　
－　
－　

819千株
－　　

1,075　　
－　　
－　　

2,164百万円
740　　　
496　　　
455　　　
400　　　

株 式 会 社 U F J 銀 行
U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行
全国共済農業協同組合連合会

主要な借入先が所有する当社の株式数および議決権比率借入金残高主要な借入先の氏名

（10） 会計監査人に対する報酬等の額
①当社および当社の子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等

の合計額
②上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法律第103号）

第2条第1項の業務（監査証明業務）の対価として当社および
当社の子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

③上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき会計
監査人としての報酬等の額
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、商法特例法に基づく

監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、
実質的にも区分できないため、③の金額にはこれらの合計額を記載
しております。

15百万円

15百万円

15百万円

3. 決算期後に生じた企業集団の状況に関する重要な事実
該当事項はありません。

貸 借 対 照 表
（平成16年11月30日現在） （単位：千円）

3,531,904
2,576,067
1,113,000

400,000

1,170,550

60,628
632,141

25,778
83,161
52,862

9,646,094

3,687,600
279,582

1,910,985

190,161
6,068,329

15,714,424

2,998,456

772,008
1,276,986
1,276,986
2,048,995

116,632
116,632

2,819,176
280,535

△ 155,220

8,108,575
23,823,000

（負　債　の　部）
Ⅰ 流 動 負 債

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年以内に償還する社債
一年以内に返済する
長 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
そ の 他 の 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

Ⅱ 固 定 負 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債
繰 延 税 金 負 債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（資　本　の　部）
Ⅰ 資　本　金
Ⅱ 資本剰余金

１資本準備金
２その他資本剰余金

資本準備金減少差益
資 本 剰 余 金 合 計

Ⅲ 利益剰余金
当 期 未 処 分 利 益
利 益 剰 余 金 合 計

Ⅳ 土地再評価差額金
Ⅴ その他有価証券評価差額金
Ⅵ 自己株式

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

金 額科 目

819,316
1,441,150
5,789,806
1,635,793

103,221
826,081

22,075
51,961

351,444
111,604

△ 35,964
11,116,492

2,477,346
59,395

264,210
8,288

110,618
6,901,717

55,516
9,877,093

6,370
3,982

12,557
22,910

1,434,039
740,809

2,597
4,987

402,493
237,966

△ 16,390
2,806,504

12,706,507
23,823,000

（資　産　の　部）
Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産
１有形固定資産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計

２無形固定資産
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産
無 形 固 定 資 産 合 計

３投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
積 立 保 険 金
そ の 他 の 投 資 等
貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

金 額科 目

｝

｝
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注記事項
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

重 要 な 会 計 方 針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

　時価のないもの……………………移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料・貯蔵品……総平均法による原価法
仕掛品………………………総平均法による原価法（但し工事据付関係の仕掛品については

個別法による原価法）
３．固定資産の減価償却方法

有形固定資産………………定率法によっております。
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を
除く）については定額法によっております。

無形固定資産………………定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

少額減価償却資産…………取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、均等償却
（３年）しております。

４．引当金の計上基準
貸倒引当金…………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、会計
基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理して
おります。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（12年）による定額法により、翌事業年度よ
り費用処理することにしております。

５．リース取引の処理方法………リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理によっております。なお特例処理の要件を満た
している金利スワップ取引については、特例処理によっており
ます。

７．消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。

損 益 計 算 書
（自  平成15年12月１日　至  平成16年11月30日） （単位：千円）

21,007,432
17,385,923

3,621,509
3,899,206

277,696

132,215

229,070
374,551

183,670

1,147,077
1,337,958

23,188
△591,393

769,752
13,933

872,451
116,632

21,359
13,293
97,562

198,458
30,612

180,792
2,877

303,493
55,970

28
97

4,360
99,874

662,361
20,890

Ⅰ　売　上　高
Ⅱ　売 上 原 価

売 上 総 利 益
Ⅲ　販売費及び一般管理費

営 業 損 失
Ⅳ　営業外収益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他 の 収 益

Ⅴ　営業外費用
支 払 利 息
そ の 他 の 費 用

経 常 損 失
Ⅵ　特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入

Ⅶ　特 別 損 失
た な 卸 資 産 評 価 損
固 定 資 産 除 却 損
投 資 有 価 証 券 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
会 員 権 評 価 損
社 債 買 入 消 却 関 連 損 失
工 場 移 転 損 失
過 年 度 売 上 修 正 損
税 引 前 当 期 純 損 失
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 損 失
前 期 繰 越 利 益
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額
当 期 未 処 分 利 益

金 額科 目
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注記事項
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

重 要 な 会 計 方 針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

　時価のないもの……………………移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料・貯蔵品……総平均法による原価法
仕掛品………………………総平均法による原価法（但し工事据付関係の仕掛品については

個別法による原価法）
３．固定資産の減価償却方法

有形固定資産………………定率法によっております。
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を
除く）については定額法によっております。

無形固定資産………………定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

少額減価償却資産…………取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、均等償却
（３年）しております。

４．引当金の計上基準
貸倒引当金…………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、会計
基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理して
おります。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（12年）による定額法により、翌事業年度よ
り費用処理することにしております。

５．リース取引の処理方法………リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理によっております。なお特例処理の要件を満た
している金利スワップ取引については、特例処理によっており
ます。

７．消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。

損 益 計 算 書
（自  平成15年12月１日　至  平成16年11月30日） （単位：千円）

21,007,432
17,385,923

3,621,509
3,899,206

277,696

132,215

229,070
374,551

183,670

1,147,077
1,337,958

23,188
△591,393

769,752
13,933

872,451
116,632

21,359
13,293
97,562

198,458
30,612

180,792
2,877

303,493
55,970

28
97

4,360
99,874

662,361
20,890

Ⅰ　売　上　高
Ⅱ　売 上 原 価

売 上 総 利 益
Ⅲ　販売費及び一般管理費

営 業 損 失
Ⅳ　営業外収益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他 の 収 益

Ⅴ　営業外費用
支 払 利 息
そ の 他 の 費 用

経 常 損 失
Ⅵ　特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入

Ⅶ　特 別 損 失
た な 卸 資 産 評 価 損
固 定 資 産 除 却 損
投 資 有 価 証 券 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
会 員 権 評 価 損
社 債 買 入 消 却 関 連 損 失
工 場 移 転 損 失
過 年 度 売 上 修 正 損
税 引 前 当 期 純 損 失
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 損 失
前 期 繰 越 利 益
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額
当 期 未 処 分 利 益

金 額科 目
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利 益 処 分 案
（単位：円）

当 期 未 処 分 利 益

次 期 繰 越 利 益

116,632,766

116,632,766

これを次のとおり処分いたします。

貸借対照表注記
　１．関係会社に対する短期金銭債権………………………   376,038千円

　２．関係会社に対する短期金銭債務………………………   860,214千円

　３．有形固定資産の減価償却累計額………………………8,335,151千円

　４．重要なリース資産
貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している主要な固定資産と
して、鋼板プレス加工設備の一部及び各種コンピュータ等があります。

　５．担保に供している資産
建　　　　物…………………………………………2,333,855千円
土　　　　地…………………………………………6,901,717千円
投資有価証券…………………………………………1,229,201千円

　６．受取手形裏書譲渡高……………………………………　 62,779千円

　７．保証債務…………………………………………………   606,639千円

　８．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額…… 280,535千円

損益計算書注記
　１．関係会社に対する売上高………………………………1,877,547千円

　２．関係会社よりの仕入高…………………………………1,643,017千円

　３．関係会社よりの経費仕入高……………………………1,466,726千円

　４．関係会社との営業外取引高……………………………　   6,628千円

　５．１株当りの当期純損失…………………………………　　45円12銭


